
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）

〇

〇

編 集・印 刷
独立行政法人国立印刷局

目

次

平成年月日 月曜日 第号官 報



〔
告

示
〕

〇
地
方
公
共
団
体
の
物
品
等
又
は
特
定
役
務

の
調
達
手
続
の
特
例
を
定
め
る
政
令
第
三

条
第
一
項
に
規
定
す
る
総
務
大
臣
の
定
め

る
区
分
及
び
総
務
大
臣
の
定
め
る
額
を
定

め
る
件
（
総
務
二
二
）

〇
会
社
法
第
九
百
四
十
八
条
の
規
定
に
基
づ

く
調
査
機
関
の
電
子
公
告
調
査
を
行
う
事

業
所
の
所
在
地
の
変
更
の
届
出
が
あ
っ
た

件
（
法
務
二
二
）

〇
水
銀
に
関
す
る
水
俣
条
約
へ
の
締
約
国
の

追
加
に
関
す
る
件
（
外
務
一
四
）

〇
国
の
物
品
等
又
は
特
定
役
務
の
調
達
手
続

の
特
例
を
定
め
る
政
令
第
三
条
第
一
項
に

規
定
す
る
財
務
大
臣
の
定
め
る
区
分
及
び

財
務
大
臣
の
定
め
る
額
を
定
め
る
件

（
財
務
二
〇
）

〇
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る
件

（
農
林
水
産
一
一
七
〜
一
三
三
）

〇
電
気
用
品
安
全
法
第
三
十
一
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
き
同
法
第
九
条
第
一
項
の
登

録
を
し
た
件
（
経
済
産
業
一
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
司
法
書
士
懲
戒
処
分
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
破
産
、免
責
、

特
別
清
算
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

企
業
年
金
基
金
解
散
・
清
算
人
就
任
関
係

会
社
そ
の
他

〇
中
小
企
業
診
断
士
の
登
録
等
及
び
試
験
に

関
す
る
規
則
第
三
十
五
条
第
三
項
に
お
い

て
準
用
す
る
第
二
十
三
条
の
規
定
に
よ

り
、
登
録
養
成
機
関
か
ら
住
所
を
変
更
す

る
旨
の
届
出
が
あ
っ
た
件
（
同
二
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
近
畿
地
方
整
備
局
三
、
四
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

国
家
公
安
委
員
会

警
察
庁

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

〔
皇
室
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

産

業

日
本
工
業
規
格
（
経
済
産
業
省
）

労

働

最
低
工
賃
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
岡
山
労
働
局
最
低
工
賃
公
示
一
）

〔
資

料
〕

平
成
二
十
九
年
十
一
月
中
国
際
収
支
状
況

（
速
報
）
及
び
平
成
二
十
九
年
七
〜
九
月
中

国
際
収
支
状
況
（
第
二
次
速
報
）（
財
務
省
）
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